
 東日本旅客鉄道株式会社 社長の深澤です。

 本日はお忙しい中、決算説明会にご参加いただきありがとうございます。

 4月28日に2020年度決算と2021年度業績予想を公表しました。本日、私
からは、今年度の経営の進め方についてお話いたします。
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 当社は、人口減少など将来の経営環境の変化も見据えて、2018年7月に
「変革2027」を策定しました。しかし2020年の新型コロナウイルス感染
症の拡大によって、取り巻く経営環境が大きく変わりました。

 掲げた方向性は維持しつつ、これまで以上にレベルとスピードを上げて
「変革2027」を実現していくために、2020年9月には「変革のスピード
アップ」を発表し、2021年1月には2025年度の新たな数値目標も発表しま
した。

 ESG経営をベースとして、成長・イノベーション戦略の再構築、経営体質
の抜本的強化を行っていきます。
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 「変革のスピードアップ」では、新しい暮らしの提案や新領域への挑戦、
さらに輸送サービスにおいては抜本的な構造改革への取り組みを方向性と
して掲げています。

 そして、生活サービス、IT・Suicaサービスをさらに成長させて、輸送
サービスと生活サービス、IT・Suicaサービスの営業収益の比率を2025年
度には「６：４」にするとともに、「５：５」の早期実現を目指します。

 輸送サービス、生活サービス、IT・Suicaサービスの３つを融合した中か
ら新たなサービスを生み出していき、さらにそれをデータマーケティング
につなげていくという戦略です。

5



 「変革のスピードアップ」の全体像です。

 ESG経営の実践をベースとして、成長・イノベーション戦略の再構築、新
しい暮らしの提案と新領域への挑戦、経営体質の抜本的強化ということで
コストダウンの推進、生産性の向上、基本となるサービスの見直し、グ
ループ経営の最適化に取り組んでいきます。
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 発表以降に取り組んできた主な取り組みです。

 2020年3月のダイヤ改正で終電時刻繰り上げなど行い、鉄道工事における
働き方改革、工事のスピードアップによるサービス向上を図り、ポストコ
ロナ社会におけるサービスのあり方を具体化した第一歩となりました。

 常磐線で自動列車運転装置の使用開始、ワンマン運転の導入線区拡大も行
い、BRT専用大型自動運転バスの走行試験も実施しました。

 JRE POINTの新しいサービスとして、３月からオフピークポイントサービ
スとリポートポイントサービスを開始いたしました。これは将来における
オフピーク推進の第一歩と位置付けており、登録者数はそれぞれ30数万
人になっておりますが、さらに広げていきたいと考えています。

 地域連携ICカードの導入も３月から開始し、宇都宮エリアと盛岡エリアで
導入してすでにたくさんの方にご利用いただいていますので、順次、拡大
していきます。
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 新しい働き方に合わせたシェアオフィス事業としてSTATION WORKを現
在全国で134カ所展開をしており、ホーム上においてもシェアオフィスを
展開しました。2025年度には累計1,200カ所を目標として、当社の駅、連
携したホテル、あるいは郵便局等への設置を拡大しています。

 JRE MALLにおいては、ふるさと納税へ参入しました。さらにOMO
（Online Merges with Offline）ということで、オンラインとオフライン
の融合を目指した展開を図っていき、2025年度には1,300億円の取り扱い
目標を掲げております。

 新幹線を活用した荷物輸送では、従来は販売がエキナカに限られていまし
たが、認可を取得してエキソトについても当社グループで直接運ぶという
ビジネスを開始いたしました。４月からすでに定期輸送を開始しており、
さらに拡大していきます。
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 2021年度の方針です。安全は経営の最重要事項として、収益力向上、構
造改革、ESG経営の実践の３つを軸に据えて、単体、連結ともに黒字化を
実現します。
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 新たに「Beyond Stations構想」を発表いたしました。

 駅におけるチケットレス、キャッシュレスを推進しておりますが、将来に
向けて駅を「切符を売る場所」から「ビジネスを生み出す場所」にしてい
くということで、さまざまな取り組みをしていきます。

 先ほどのJRE MALLと関連した駅のショールーミング化、ヘルスケアス
テーション、あるいはステーションカレッジというようなさまざまな展開
のほか、シェアオフィス等も展開していきます。
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 不動産事業において回転型ビジネスモデルを構築するために、JR東日本
不動産投資顧問株式会社を4月28日に設立いたしました。

 アセットマネジメント事業による不動産事業の強化、そしてグループ全体
としてプロパティマネジメントも手掛けることで、不動産に関する総合的
なサービスを提供していきます。

 私募ファンドの組成を加速して数年間で1,000億円規模への拡大を目指し、
REITの組成についても検討し、不動産事業をグループの成長エンジンと
していきます。
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 地方創生も含めた観光の活性化についてです。

 震災から10年となりますが、この４月から東北６県とともにデスティ
ネーションキャンペーンを開始しており、観光だけではなく「東北
MONO」プロジェクトも展開しています。

 ６カ月という長期間でありますので、東北の復興、活性化にしっかり取り
組んでいきます。

 デスティネーションキャンペーンに合わせて、観光型MaaSの本格導入と
してTOHOKU MaaSも展開しています。

 従来から実証実験等で各地で行ってきたものをまとめて東北６県において
提供しており、プランニングサービス、オンデマンド交通、電子チケット、
それからアクティビティーを組み合わせたさまざまなチケットなどについ
て、予約から決済までスムーズなサービスを提供しています。

 インバウンド需要が回復した際には、海外からのお客さまに対しても非常
に有効なツールになると考えております。
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 「駅からハイキング」のアプリケーション、モバイルSuicaでご利用いた
だける企画乗車券等、デジタルツールの提供を進め、現在のコロナ禍にお
いてもマイクロツーリズムについてはしっかりと取り組んで近距離流動の
創出を行います。

 青梅線沿線で「沿線まるごとホテル」の実証実験を始めておりますが、こ
ういうものも組み合わせていきます。

 さらに、JRE POINTをキーとした新たなお客さまの獲得ということで、
STATION WORKとの連携、あるいはIC企画乗車券と駅ビルを組み合わせ
た鉄道利用促進、グリーン車キャンペーン等を実施しています。
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 2021年６月27日に「えきねっと」をリニューアルしますが、鉄道、生活
サービス、新幹線Ｅチケットのより便利な活用、あるいは決済の幅を広げ
るということで、ためるから使うまで、JRE POINTを活用してさらにご利
用をしやすくしていきます。

 旅行商品としては東日本ダイナミックレールパックでタイムセールを実施
しています。

 昨年の秋からは、西武グループ様とワーケーションの取り組みを行ってお
り、企業向けの商品を発売していきます。軽井沢においては、野村不動産
様、西武プロパティーズ様と共同でワーケーションベースを開設する予定
です。

 KDDI様とは、「空間自在プロジェクト」ということで品川の開発に併せ
てさまざまな新しいオフィスの提案を行っていきます。
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 2020年度は緊急抑制も含めて1,000億円を超えるオペレーションコストの
削減をしましたが、今後のコストダウンでは構造改革による削減として、
2027年度までに約1,000億円の削減を計画しています。
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 構造改革で目指す方向性です。

 ピークシフトを推進していくために、すでに３月からオフピークポイント
サービスを開始しております。まだ１カ月ではありますがオフピークへの
移動も出てきていますので、さらにこれを拡大していきたいと考えていま
す。

 そして季節別、時間帯別のピークシフトということで、柔軟な運賃・料金
体系についての検討も進めています。

 これらによってピーク時間帯の列車本数の削減を図っていき、固定費の削
減につなげていきます。

 さらに設備のスリム化ということで、さまざまな輸送設備、駅設備のスリ
ム化によって固定費の削減を図っていきます。
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 車両の取り換え周期の精査、あるいは車両使用計画の効率化、ワンマン運
転の拡大を行うことで柔軟な鉄道システムを構築し、固定費の削減につな
げていきます。

 さらに、GNSS（全地球航法衛星システム）と携帯無線通信で制御するこ
とで鉄道沿線の設備の削減を進めるとともに、CBM（Condition Based 
Maintenance）の推進など、新技術、デジタル技術を活用していきます。

 ESGについても、2030年度のCO2排出量50％減を実現して、2050年の実
質ゼロにつなげていきます。
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 構造改革に向けた具体的なメニューです。

 グループ全体で協力しながら構造改革を確実に進めていきます。
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 ESG経営の実践です。

 2030年度にCO2排出量50％減、そして2050年度に実質ゼロを掲げており、
すでに具体的に施策を推進しています。

 鉄道車両における対策、あるいは発電所における対策、さらに自然エネル
ギーの活用などを進めています。

 今年の秋には燃料電池車両HYBARIが出来上がってきますので、実証実験
を重ねて営業運転につなげていきます。

 品川開発プロジェクトにおいても、新しい環境エネルギー技術を積極的に
導入していきます。
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 地方創生への貢献についてです。

 津波被害を受けた仙台市の荒浜地区で11ヘクタールのJRフルーツパーク
仙台あらはまを今年3月に開業しました。これは観光農園ということで、
すでに首都圏においても新幹線の荷物輸送で販売をしておりますけれども、
さまざまな果樹を植えておりますので、今後、アグリツーリズムとも結び
付けていきたいと思います。

 地域ブランド「東北MONO」ということで、東北の現地の皆さまとさま
ざまな取り組み、産直等を含めた取り組みをしております。

 地方中核都市の開発では、秋田駅を中心とした開発を進めてきましたが、
青森駅、いわき駅においてもプロジェクトを推進しております。

 マイナンバーカードとの連携として、前橋市においてマイナンバーカード
所有者向けの特典を受けられるサービスを提供しています。

 農業との関わりでは、JRE農業ステーションとして、農業者の方に駅に持
ち込んでいただいて、それを販売につなげるという取り組みを進めていま
す。
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 2025年度の数値目標と2020年度の実績です。
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 2021年度の業績見通しです。

 単体で250億円、連結で360億円という純利益の計画で、この黒字の計画
をしっかりと達成していきます。
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 キャッシュの使途です。

 株主還元については、2020年度と同様に１株100円の配当計画としていま
す。
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 2020年度の実績と2021年度の計画です。

 2021年度の単体において、経常利益が０、当期純利益が250億円となって
おりますが、ここは不動産ファンド等による資産の流動化を計画しており、
特別利益が出る計画です。

 連結で営業収益にかっこ書きの数字がありますが、こちらは「収益認識に
関する会計基準」の影響を除いた数字ということで、対前年の比較がしや
すいように記載をしています。

 なお、単体の影響は軽微ですので、連結のみ記載しています。
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 2020年度の運輸収入です。

 １月に計画の見直しを行っていますが、それと比較して112億円の上振れ
となりました。

 定期は計画を下回りましたが、定期外は計画を上回りました。
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 運輸収入でコロナ前との比較に関して、昨年度の実績と今後の見通しを示
しています。

 5月で緊急事態宣言が解除される前提で、8月に向けて回復していく計画
としています。

 8月にかけて回復が進む計画ですが、昨年度の回復度合いも踏まえると、
機運が盛り上がってくれば、こうした回復も十分期待できるものと考えて
います。

 定期については、1月には約85％としていましたが、足元の状況も勘案し
て約80%に見直しています。

 定期から定期外への転移については、2021年度に200億円ぐらいあるだろ
うと予想しています。
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 28ページのグラフを前提にした運輸収入の2021年度計画です。
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 営業費用の2020年度実績です。

 1月に発表した計画と比べて173億円の減少となり、修繕費や広告宣伝費
を中心にさらにコストダウンを進めました。
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 2021年度のコストダウン計画です。

 新規施策による増加や自然増があるものの、コストダウンとして587億円
を計画しており、その内容も記載しています。
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 コストダウン計画を織り込んだ営業費用の2021年度計画です。

 事業税の増加によって租税公課が増加するほか、設備投資の増加によって
租税公課や減価償却費も増加する見込みです。

32



 コストダウンについて、2020年度の実績と2021年度の計画です。

 グループ会社でもコストダウンを実施することで2021年度は700億円の計
画としています。
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 運輸事業の実績と計画です。

 JR東日本において、運輸収入が増加し、コストダウンも進捗したので、
営業収益、営業利益ともに1月の計画を上回りました。

 運輸事業に計上していたJR東日本の広告事業について、2021年度からは
流通・サービス事業にセグメント変更しており、約180億円の営業利益が
運輸事業から流通・サービス事業に移る計画です。
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 流通・サービス事業の実績と計画です。

 コロナの影響が年度末まで続いたことにより、1月の計画と比べて営業収
益、営業利益ともに下回りました。
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 不動産・ホテル事業の実績と計画です。

 コロナの影響などで営業収益、営業利益ともに、1月の計画を下回りまし
た。
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 不動産・ホテル事業に含まれるホテル事業の実績です。

 都市型ホテルであるメトロポリタンホテルズで稼働率に大きな影響が出て
います。

 インバウンド需要の減少によって、外国人宿泊比率の高いメトロポリタン
ホテルズの方に影響が大きく出ています。
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 2020年度と2021年度の開業件名と施策をまとめています。

 昨年度は大きな開業件名がありましたが、コロナの影響で計画どおりの売
り上げとはなりませんでしたが、これからの回復に伴って、これらの件名
からの収益も期待できると考えています。
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 その他の実績と計画です。

 1月計画と比較して、営業収益は減少しましたが、コストダウンによって
営業利益は上回りました。

 電子マネーのご利用件数も順調に回復しており、2021年度も引き続き回
復する計画です。
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 営業外損益と特別損益の実績と計画です。

 2020年度の営業外費用で持分法投資損失が134億円計上されていますが、
持分法適用関連会社がコロナの影響で業績が悪化したことが大きな要因で
す。

 特別損失として減損損失が800億円計上されていますが、コロナの影響を
受けたグループ会社において減損損失が発生しています。

 環境対策費には、土壌汚染対策に関するものなどが計上されています。

 2021年度計画の特別損益では、資産流動化などを計画しています。
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 キャッシュ・フローです。

 フリー・キャッシュ・フローは2023年度での黒字化を見込んでいます。
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 設備投資の推移です。

 2021年度は成長投資が減少していますが、2020年度がJR横浜タワー、
WATERS takeshiaなどで大きく膨らんでいたことが影響しています。

 輸送サービスの維持更新投資は、コストダウンを行っているものの、北陸
新幹線車両の復旧が計上されてくることから、横ばいとなっています。

 生活サービスなどで維持更新投資が増えているのは、老朽化に伴う駅ビル
の空調装置の取り換えなどが要因です。
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 有利子負債残高です。

 ネット有利子負債が昨年度より約1兆円増加しています。
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 資金調達です。

 4月にコマーシャル・ペーパーで1,000億円を調達して、短期資金調達の残
高は8,150億円となっていますが、発行枠・契約金額が1兆5,800億円あり
ますので、十分な枠を確保しています。
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 以下は参考資料です。
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